
                                                                                                          

(平成30年3月31日) (単位:円)

 科        目  金        額  科        目 金        額  

【流　動　資　産】 【252,125,529】 【流　動　負　債】 【9,055,960】

    預金                                                                            90,089,146  　未払金 1,763,880  

    機械管理預金                                                              225,000    預り金 409,380  

    定期預金                                                                         160,000,000    未払消費税 5,883,000  

    前払費用                                                                         1,329,975    未払法人税等 999,700  

　　仮払金 344,281  

　　未収利息 7,781  

　　短期繰延税金資産 129,346  

【固　定　負　債】 【24,119,284】

　リース債務 12,042,984  

【固　定　資　産】                             【15,574,860】   退職給付引当金 11,376,300  

　（有形固定資産） (11,090,400)   役員退職慰労引当金 700,000  

    建物付属設備                                108,212  負債の部合計 33,175,244  

    車輌                                   243,313  

    器具備品                                                                     0  1,048,335  

　　リース資産 9,690,540  

  （無形固定資産）              (723,736) 

    電話加入権              723,736  

  （投資その他の資産） (3,760,724) 【株　主　資　本】 【234,525,145】

    長期前払費用   82,350  　【資　 本　 金】 【10,000,000】

    長期繰延税金資産 3,678,374  　【剰 　余 　金】 【224,525,145】

　　別途積立金 25,000,000  

　　（その他利益剰余金） (199,525,145) 

　　　繰越利益剰余金 199,525,145  

純資産の部合計 234,525,145  

資産の部合計 267,700,389  負債・純資産の部合計 267,700,389  
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個 別 注 記 表
自　平成２９年４月１日　　　

至　平成３０年３月３１日　　

　　ひめぎんビジネスサービス株式会社

１.重要な会計方針                                                                                         

　（1）固定資産の減価償却の方法                                                                           

　　 　有形固定資産                   定額法

機械及び車輌については、定率法    

　 　　無形固定資産　　                                                         定額法 

　　　 リース資産 定額法

                                                                                                          

　（3）引当金の計上基準                                                                                   

　　　役員退職慰労引当金　　取締役及び監査役の退任による慰労給付に備えるため、

　　　　　　　　　　　　　　役員退職金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

　　　退職給付引当金　　　　従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末

　　　　　　　　　　　　　　要支給額を計上しています。     

　（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項                                                     

　　　①リース取引の処理方法                                                                              

　　　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

　　　　理によって、計上しています。

　　　　ただし、平成２０年３月３１日以前の契約については、通常の賃貸借取引に準じ

　　　　じた会計処理によって計上しています。      

　　　②消費税等の会計処理                                                                                

　　　　消費税等の会計処理は、税抜方法によっています。                                                    

                                                                                                          

                                                                                                          

                                                                                                          

                                                                                                          

                                                                                                          

                                                                                                          

                                                                                                          

                                                                                                          

                                                                                                          

                                                                                                          


